
 

株式会社 日本宝くじシステム 

 

Ⅰ 法人の概要（平成 31 年 4 月 1 日現在） 

1 所 在 地    東京都中央区京橋二丁目 5番 7号 日土地京橋ビル 

2 設 立 年 月 日    平成 4 年 5月 1 日 

3 代 表 者    代表取締役社長  河野 栄 

4 資 本 金    134,000 千円 

5 北九州市の出資金    2,000 千円（出資の割合 1.5％） 

6 役 職 員 数 

 
人    数 

合 計 うち本市からの派遣 うち本市退職者 うちその他 

役 員  7 人 0 人 0 人  7 人 

 
常 勤  3 人 0 人 0 人  3 人 

非常勤  4 人 0 人 0 人  4 人 

職 員 27 人 0 人 0 人 27 人 

 

 

Ⅱ 平成 30 年度事業実績 

1 数字選択式宝くじ売上の概況 

数字選択式宝くじについては、平成30年10月から公式サイトでの販売開始などの取組みにより、

全体で 3,963 億円の売上を確保することができた。 

また、「ジャンボ」などの“紙くじ”を含めた宝くじ全体の売上総額は約 8,046 億円であり、数字

選択式宝くじの占める割合は約 49％となった。 

商品別では、前年度比 23.7％の大幅減となった「ビンゴ５」、キャリーオーバー発生が減少した

「ロト６」など、売上げ減となった商品がある中、キャリーオーバーの発生が大幅に増加した「ロ

ト７」が前年度比 28.2％増となり、全体の売上げを下支えする形となった。 

 

    数字選択式宝くじ売上の推移                     （単位：百万円） 

 平成 29 年度 平成 30 年度 増減額 増減率 

ナンバーズ 77,393 79,001 1,608 2.1％ 

ミニロト 24,923 25,735 812 3.3％ 

ロト 6 165,725 157,186 ▲8,539 ▲5.2％ 

ロト 7 94,564 121,201 26,637 28.2％ 

ビンゴ５ 17,261 13,168 ▲4,093 ▲23.7％ 

合 計 379,866 396,291 16,425 4.3％ 

 



 

2 その他 

⑴  システムの運用、改善 

平成 30 年 10 月は、宝くじ公式サイトのサービスが開始され、センターシステムとの接続に関し

て支障なく稼働している。 

 

⑵  販売網の状況 

発券端末機については、平成 31 年 3月末時点で全国に 5,961 台設置しており、チャネル別の販売

シェアは 79.2％であった。 

また、金融機関ＡＴＭを活用した販売については、平成 31 年 3月末時点で都市銀行及び地方銀行

の 29 行、9,125 ヶ所で取り扱っており、チャネル別の販売シェアは 7.4％であった（前年度に比べ

拠点数で 52 ヶ所の減）。 

なお、平成 28 年 1 月から本格販売に移行したインターネット販売におけるチャネル別シェアは、

13.4％となった。 

 

⑶  次期システム更改 

令和 3 年 1 月のシステム更改に向けて、システム要件定義、基本設計・詳細設計の作業を進めた

ところである。 

翌期では、事業者間の連携を図りながら、引き続きプログラム設計・製造・テスト等を実施して

いくとともに、次期システム機器の設置が始まることも踏まえ、第１・第２センターの環境整備に

も取り組んでいく。 

 

⑷  その他 

新商品・販売促進策については、インターネット専用くじやコンビニ販売等について検討を進め

てきた。 

インターネット専用くじは、数字選択型商品の令和 2年 4月の販売を目指し、商品仕様が決定し

たところである。 

また、コンビニ販売については、システム更改予定の令和 3 年 1 月にあわせて開始することが決

定されたことから、課題の検討を進め詳細設計を行ったところである。 

その他、ファンサービスの向上等、数字選択式宝くじの一層の発展に向けて、現状分析や意向調

査など、引き続き調査研究を実施している。 

 

 



 

Ⅲ 平成 30 年度決算 

1 貸 借 対 照 表 

 （平成 31 年 3 月 31 日現在）(単位：千円) 

資 産 の 部 負 債 の 部 

Ⅰ 流 動 資 産 
現 金 及 び 預 金 
貯 蔵 品 
前 払 保 険 料 
前 払 金 
前 払 費 用 
未 収 収 益 

流 動 資 産 合 計 
Ⅱ 固 定 資 産 
1 有形固定資産 

器 具 及 び 備 品 
有 形 固 定 資 産 合 計 

2 無形固定資産 
電 話 加 入 権 
その他の無形固定資産 

無 形 固 定 資 産 合 計 
3 投資その他の資産 

敷 金 
繰 延 税 金 資 産 

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 
 固 定 資 産 合 計 

 
258,520 

735 
13 

451,730 
316 

41,498 
752,812 

 
 

158 
158 

 
1,328 
6,412 
7,740 

 
53,434 
23,784 
77,218 
85,116 

Ⅰ 流 動 負 債 
預 り 金 
未 払 法 人 税 等 
未 払 消 費 税 
未 払 費 用 

流 動 負 債 合 計 
Ⅱ 固 定 負 債 
固 定 負 債 合 計 

 
4,102 

710 
6,618 

607,492 
618,922 

 
0 

負 債 合 計 618,922 
純 資 産 の 部 

Ⅰ 株 主 資 本 
資 本 金 
資 本 剰 余 金 
利 益 剰 余 金 
任 意 積 立 金 
繰 越 利 益 剰 余 金 

（うち当期利益 2 2 0） 

 
134,000 

0 
85,006 
80,000 
5,006 

 

純 資 産 合 計 219,006 

  

資 産 合 計 837,928 負債・純資産合計 837,928 

 

 

2 損 益 計 算 書  

 自 平成 30 年 4 月  1 日 

 至 平成 31 年 3 月 31 日(単位：千円) 

Ⅰ 営業収益 
シ ス テ ム 運 用 収 入 
端 末 使 用 料 収 入 

営 業 収 益 計 
Ⅱ 営業費用 

役 員 給 与 
給 与 手 当 
給 与 負 担 費 
通 勤 手 当 
退 職 金 
法 定 福 利 費 
福 利 厚 生 費 
人 材 派 遣 費 
研 修 費 
旅 費 交 通 費 
交 際 費 
会 議 費 
新 聞 図 書 費 
水 道 光 熱 費 
諸 会 費 
不 動 産 賃 借 料 
賃 借 料 
保 険 料 
租 税 公 課 
消 耗 品 費 

 
4,086,000 
1,586,069 
5,672,069 

 
49,734 

203,557 
51,668 
5,245 
2,318 
36,850 
5,226 
29,715 

456 
22,146 

169 
1,368 
2,852 
52,371 

690 
415,654 

1,390,217 
454 

15,291 
17,653 

シ ス テ ム 事 務 委 託 費 
通 信 費 
機 械 保 守 費 
業 務 委 託 費 
広 告 宣 伝 費 
顧 問 料 等 
雑 費 
減 価 償 却 費 

営 業 費 用 計 
営 業 損 失 

1,004,895 
1,432,353 

434,792 
492,042 

420 
4,061 

134 
1,223 

5,673,554 
▲1,485 

Ⅲ 営業外収益 
受 取 利 息 
雑 収 入 

営 業 外 収 益 計 
Ⅳ 営業外費用 

支 払 利 息 等 
雑 損 失 

営 業 外 費 用 計 

 
2 

3,142 
3,144 

 
183 
61 

244 

経 常 利 益 1,415 

税 引 前 当 期 純 利 益 1,415 

法 人 税 等 710 

法 人 税 等 調 整 額 485 

当 期 純 利 益 220 

 



 

Ⅳ 役 員 名 簿 

令和元年 7 月 1 日現在 

役 職 名 氏    名 備     考 

代表取締役社長 河 野  栄  

代表取締役専務 菅  俊 一  

 代表取締役常務 松  井  多 美 雄  

取締役（非常勤） 石 川 英 寛 埼玉県企画財政部長 

取締役（非常勤）  山 口 最 丈 兵庫県企画県民部長 

監査役（非常勤） 遠 藤 卓 男 神戸市行財政局長 

監査役（非常勤） 野 村 政 樹 福岡県総務部長 

 


